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An Interview with Steve Shallhorn
シャルホーン氏へのインタビュー
（グリーンピース・ジャパン事務局長）

by Tim Newfields
１．はじめに

　身近な問題から地球レベルまで環境問題が社会に与える大きな影響は、すべての人々の生活に及ぶものであり、その影響を調査し、環境保護対策を打ち出すことはひじょうに価値のあることである。そして日本のように人口密度の高い国は、国民の環境問題への関心がおのずと高くなる。日本における環境保護活動の努力は、最近の１０年間でかなり向上したが、それでもまだ多くの深刻な環境問題に直面している。
　Schreurs(1996)によると、日本の環境政策は一般市民やNGOを通してではなく、政府主導による行政が決定することが多い。そのような中でもNGOは一つの大切な役目を果たしている。いくつかの問題にスポットライトをあてメディアの関心を集め、たとえ行政が関わろうと関係なく一般市民に知らしめることができるからである。特に、グリーン・ピースはメディアを効果的に用い、日本海でのロシア海軍による核廃棄物の海洋投棄の報道など国際的にも注目を集め、また塩化ビニルの危険性の周知など世論に影響を与えてきた。派手なパフォーマンスも特徴ではあるが、活動家は確かに命がけであり、実際に命を落とした人もいる。そして現在の彼らの活動を政府も企業も無視することが出来ないほど影響力をもってきた。

　日本における多くの環境保護団体は地域性が強く、限定した地域だけで行なう

単体のローカル・プロジェクトが多く、環境破壊に関して、英語で言うならば

「Not In My  Backyard（私の芝生でやらないで）」という感がある。目的や対象が絞られている為わかりやすい運動であると言えるが、活動が地域に限られ、支援者数が少なく組織的な活動まで至らず、長期に渡ると裁判などで活動は経済的・精神的・肉体的に疲弊してしまうというデメリットがある。結果 を得るのが難しく、例えば、沖縄や名古屋、静岡空港の建設反対運動は、成果に差が出た。それに対しグリーン・ピースクラスの大規模な団体になると、組織は企業のように構築され、資金の調達もでき、活動も多岐にわたり活発である。各種の専門の人材も用意でき、ＰＲ活動も様々な手法を用いることができる。しかし、同時に巨大なシステムは活動の指針による制限、窮屈さと、会社組織のような命令関係や上下関係、利益が絡むことになりはしないかという危惧がある。

　2004年10月に、私はスティーブ・シャルホーン氏（グリーンピース・ジャパンの事務局長）に電話で直接インタビューをした。環境問題に関心はあるが私自身はグリーン・ピースの会員ではない。したがって第三者としてこの国際的にも影響力のある環境団体の日本代表に直接アプローチした。環境問題はすべての市民に関係があるので、インタビューの内容を広く知っていただきたく、日本人の友人達から協力を得て和訳・編集をしてこのインタビュー記事を日本語に翻訳した。日本のNGOセンターが指摘するように、日本におけるNGOの歴史は浅く、一般にボランティア活動に対する意識は低いと感じる。先進国の各国と比べ、個人の寄付も少ない。日本で最も大きい全国的な環境保護グループは日本野鳥の会で、会員数は約45,000～50,000人、日本自然保護協会と世界自然保護基金ジャパン（ＷＷＦ－Ｊ）は会員数が各約15,000人以上である。それに比べるとグリーンピース・ジャパンの規模は小さく、約5,500人(個人資格のみ)と発表されている。それにしては知名度が高いのは、やはりメディアの効果的利用と、ＰＲ活動の成果だと考えるべきであろう。したがって、このインタビューの内容に、日本のNGOのこれからの活動にあたり、成果を出すためのヒントが見出されることと同時に、一般市民に環境問題やNGO、ボランティアに対する意識が少しでも高まることを期待するものである。

　　（和訳・編集協力：細田真裕、槌谷麻由美、ニューフィールズ卓代）

２．紹　　介

スティーブ・シャルホーン氏は、現在、グリーンピース・ジャパンの事務局を務めている。1977年にオンタリオ州のマクマスター大学を卒業後、グリーンピース・カナダに加入、当初は軍縮運動家として尽力。1987年にはグリーンピース・カナダのキヤンペーン理事となる。また、2000年5月～2001年5月まではグリーンピース・アメリカのキャンペーン理事としても活躍している。2001年には、オンタリオ州トロントで活動顧問を務めると同時に、国際消費者団体、カナダ新民主党の活動にも力を注ぐ。2004年8月より東京に在住。

この記事は2004年10月に本人に電話で直接英語によりインタビューしたものである。　

３．インタビュー

Q:  　現在、グリーンピース・ジャパンはどんな活動をされていますか。

A:  　現在の活動内容は4項目あります。

第一に、原子力発電を段階的に廃止する運動、特に青森県で提案された核再処理施設について、重点的に取り組んでいます。グリーンピースとしては、核廃棄物の再処理は、環境にも経済的にも賢明ではないと考えているので、地元の住民と共に再処理施設反対運動に取り組んでいます。ル・ハーグの核再処理施設付近に在住の漁師、ジェィク・オバートさんを招き、ヨーロッパの地元漁場での核処理施設から受ける健康への悪影響について話しをうかがいました。

　　　第二に、太陽熱、風力、地熱といった自然エネルギー利用を促進する、エネルギーの代替活動です。太陽光エネルギー使用の促進や、より多くの風力タービンを建設することなどの4つの措置を政府に呼びかけています。政府の補助金を、再生可能エネルギーの生成にあて、より効率的なエネルギー生産の建物を建設していきたいと考えています。

　　　第三には、森林保護活動で、タスマニアの１８万ヘクタールもの森林の保護と、パプアニューギニアでの不法森林伐採に対しての反対行動に焦点を当てて活動しています。木片をこの地域から輸入していることから、王子製紙、日本製紙グループの製紙会社２社が、ターゲットとなっています。つい先頃、この2社のオフィス付近や展示会で抗議行動を行いました。現在では、一秒ごとにサッカー場の広さ約2つ分の森林が伐採されています※１）。したがって、私たちは断固たる態度でより多くの原生林を守っていく必要があります。

　　　第四は、有害物質廃止活動を手がけています。その一つに、ごみ問題が生ずるアサヒビールのプラスチック製ボトル導入に対する反対運動があります。

２００４年７月、アサヒビールはペットボトルビールを計画していましたが、私たちの反対運動の結果、この企画は取り止めになりました。

　　また、徳島県上勝町のように地方自治体と共に、町のごみ廃棄量減少についての運動も行っています。

Q:  　近年におけるグリーンピース・ジャパンの主な業績は何ですか。

A:  　人々の関心を集めた活動としては、１９９３年日本海沖で核廃棄物を廃棄するロシア海軍を目撃しその事実を世界に伝えたことです。ロシアが核廃棄物を積んだ小型タンカーから有害廃棄物を海上へ流出させているところを、私たちは衛星ビデオ映像で捉えました。このことは重大なニュース記事となり、その後6週間以内に核廃棄物投棄の国際的禁止令が出されました。

　　２０００年には子供が口に入れると危険の恐れがある有害物質を含むPVCプラスチックの玩具への使用をやめる運動を起こしました。その結果、日本玩具産業に３歳以下の子供用おもちゃに、PVCの使用をやめさせることに成功しました。

Q:　　日本の環境保護意識は他のアジア諸国と比べて、どう評価されますか。

A:　　恐らく殆どのアジアの国々より意識は高いでしょう。

　　　日本は京都議定書に批准しましたが、まだ二酸化炭素放出量を十分な量まで減少させるにはいたっていません。国民一人当たりのごみ廃棄焼却量も世界一だと思われます※２）。つまり、日本ではダイオキシンの量が、概して多くなるということです※３）。ダイオキシンは発癌性物質のひとつとして、よく知られています※４）。ごみ焼却とダイオキシンとの関係※５）、また癌とダイオキシンとの関係が、立証されていることも周知の事実です※６）。ですから政府はダイオキシン量の減少のため、もっと明確な対応に努めるべきです。

　　 日本原子力委員会は化石燃料に取って代わる燃料として、核燃料を提案していますが、私たちはその意見には反対です。核燃料は直接的には二酸化炭素を放出しませんが、深刻な廃棄物処理問題を抱えています※７）。

Q:　　教育現場で、環境保護意識を高めたいと考えているK-12教師に、良い情報源はありますか。

A:　　まず、私たちのウェブサイトには多くの情報があります。また、自分自身の環境保護への足跡を、評価することができるRedefining Progressウェブサイトwww.redefininprogress.org/footprint/もお薦めします。このウェブサイトは環境保護問題を、個々に述べられるように作られていて理解しやすいと思います。

　　ウェブサイトには教育関連の資料もあります。

Q:　　近年、グリーンピース・ジャパンはどのように発展してきましたか。

A:　　１９８９年に私たちが最初に日本で活動を始めた時には、非営利団体は法的に認められていませんでしたが、１９９９年に法的に確立、認知されることができました。今日ではグリーンピースは、日本の主要な非営利環境保護団体の一つとなりました。日本野鳥協会の方が規模は大きいのですが、その活動範囲はグリーンピースより狭いのです。この面で立ち遅れていた日本で、アムネスティ・インターナショナルや、オックスファム、WWFそしてグリーンピースといった大きな国際的ＮＰＯが協力してこの分野の促進に力を注ぎ始めました。日本における慈善団体への平均寄付額は、国民所得が同等にもかかわらず、アメリカの約２５分の１にあたります。日本は慈善団体への寄付に対する歴史がまだ浅く、多くの国際NPOの日本支部では、世界的にみて極端に寄付額が少ないのが現状です。

Q:　　今後、グリーンピース・ジャパンはどのような活動に力を入れていく予定ですか。

A:　　活動の一つとして、教育関係に取り組みたいと考えています。それには、日本語での資料をより多く作成していく必要があります。

　　また、今年２００５年は、フランス政府の工作員による「虹の戦士号（レインボー・ウォーリア）」爆破沈没事件※８）から２０年目にあたり、広島、長崎の原爆６０年忌に参加するためグリーンピース旗艦の「虹の戦士号Ⅱ世」の来航を考えています。
※１） １９９７年１１月１８日　Kaleidoscope Television でのピーター・クレイトラー氏の発言により（ � HYPERLINK "javascript:ol('http://www.scced.org/sccedingo/Hayes.html');" �http://www.scced.org/sccedingo/Hayes.html� ）


※２）  ２００３年１１月の Volker Quaschning の記事、Development of Global Carbon Dioxide Emissions and Concentration in Atmosphere より。( � HYPERLINK "http://www.volker-quaschning.de/datserv/CO2/index_e.html" ��http://www.volker-quaschning.de/datserv/CO2/index_e.html� )


※３）　２００１年、Asiaweek の チョング・テト・スー氏と村上睦子氏による記事より。( � HYPERLINK "javascript:ol('http://www.asiaweek.com/asiaweek/97/0530/feat1.html');" �http://www.asiaweek.com/asiaweek/97/0530/feat1.html� )


※４）　２００４年１０月２５日の医学研究レポートに、３０年にわたる１０２５人の除草剤生産労働者および、７０３人の除草剤噴霧器使用者の死亡率を詳述。それらの労働者は２４％発癌の危険性増加。詳細は � HYPERLINK "javascript:ol('http://www.news-medical.net/?id=5860');" �http://www.news-medical.net/?id=5860�


※５）　ダイオキシンと癌の関係に関するさらに詳しい情報は１９９１年のグリーンピース・プレスリリースにて。


（ � HYPERLINK "javascript:ol('http://archive.greenpeace.org/pressreleases/toxics/1999jun1.html');" �http://archive.greenpeace.org/pressreleases/toxics/1999jun1.html� ）


※６）　詳細は  � HYPERLINK "javascript:ol('http://www.wsws.org/articles/1999/diox-j01.shtml');" �http://www.wsws.org/articles/1999/diox-j01.shtml�


※７）　日本原子力白書２００３よりダウンロード可。


（ � HYPERLINK "javascript:ol('http://www.japannuclear.com/whitepaper2003.pdf');" �http://www.japannuclear.com/whitepaper2003.pdf� ）


※８） 1985年7月10日に核実験への抗議行動の為に停泊していたニュージーランドのオークランド港で仕掛けられた２度の爆発で「虹の戦士号」は沈没。この時クルー一人が爆発に巻き込まれ溺死した。フランスの当時のファビウス首相が、テレビで政府の工作員が関与したことを発言した。この事件は当時の国防大臣の辞任に発展した。
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